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本研究班では、特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）の臨床疫学像を様々な疫学手法により明らかにしてきた。

核をなす2手法は、全国疫学調査と定点モニタリングシステムである。各手法から得られる臨床疫学像は若干異

なると思われることから、それぞれの特徴を把握しておくことは、情報の活用にあたり有用と考えた。本研究では、

全国疫学調査と定点モニタリングシステムから得られたONFHの臨床疫学像を比較し考察した。 

全国疫学調査から抽出した分析対象は、「2015年実施の全国疫学調査において、2014年（調査対象年）に調

査対象診療科を受診し、かつ、2014 年に確定診断された 935 症例」である。定点モニタリングシステムから抽

出した分析対象は、「定点モニタリングシステムに新患として報告された症例のうち、2014年に確定診断された

189症例」である。2群で有意差を認めた特性は、確定診断時年齢（「全国」のピークは60歳代、「定点」のピーク

は 40歳代）、確定診断前の喫煙歴（「全国」32%、「定点」44%）、確定診断時の画像診断（「定点」で、「X線による

骨頭内帯状硬化像の形成」「骨シンチグラムによる骨頭の cold in hot 像」の割合が高い）、多発性骨壊死検索の

ための検査実施率（「定点」で高い）、確定診断時の病期（「全国」で Stage 1 および Stage 4 の割合が高い）であ

った。なお、女性に限定した場合の確定診断時年齢は、「全国」「定点」ともに 60歳代の割合が最も高かった。 

特性の差の多くは、定点モニタリングシステムに報告されるONFH症例がより正確に診断されていることを反

映していると考えられた。一方、女性における確定診断時年齢の分布など、これまでとは異なる知見が両方の手

法から得られる場合もあり、その説明のためには、より詳細な検討が必要と考えられた。ONFHの臨床疫学像を

適切に把握するためには、全国疫学調査や定点モニタリングシステムをはじめとする複数の疫学手法を用いて、

総合的に評価することが重要である。 

 

 

1. 研究目的 

本研究班では、特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）

の臨床疫学像を様々な疫学手法により明らかにして

きた。核をなす 2 手法は、1995 年以降 10 年毎に 3

回実施してきたONFH全国疫学調査 1‐4) および1997

年に開始されたONFH定点モニタリングシステムであ

る 5, 6)。 

全国疫学調査の最大の長所は、全国の病院の整

形外科を病床規模別に層化無作為抽出する調査設

計にある。すなわち、病床数が少ない病院の整形外

科を受療する患者も含めてわが国におけるONFHの

特性の概要を把握することができ、全国の患者数推

計も可能である。しかし、多くの労力と費用を要するこ

とから、頻繁な実施はできないという限界点がある。 

定点モニタリングシステムは、ONFH調査研究班班

員の所属施設を「定点」として該当症例の報告を依頼

することから、ONFH の診断が確実であることが最大

の長所である。また、全国疫学調査のような多大な労

力・費用を要することなく、ONFH の特性を継続的に

把握可能であり、長年のデータ蓄積により経年変化

を評価することもできる 6）。しかし、調査対象は特定大

規模施設（研究班班員の所属施設）であるため、病

床数が少ない病院の整形外科も調査対象に含める

全国疫学調査と比較した場合、収集した情報に特有
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の偏りが生じる懸念がある。 

いずれの手法も長所および限界点を有しており、

どちらが「正しい」というものではない。しかし、各手法

から得られる臨床疫学像は若干異なると思われること

から、それぞれの特徴を把握しておくことは、情報の

活用にあたり有用と考えた。 

本研究の目的は、全国疫学調査と定点モニタリン

グシステムから得られた ONFH の臨床疫学像を比較

し、その違いについて考察することである。 

 

2. 研究方法 

1) 各調査から、以下の手順で比較検討を行う症例を

抽出した。 

 

a） 全国疫学調査 

2015 年実施のONFH全国疫学調査のデータを使

用した 4)。当該調査の一次調査では、全国の病院の

整形外科を病床規模別に層化無作為抽出し、2014

年 1 年間（調査対象年）の受療患者数について情報

を得ている。二次調査では、一次調査で報告された

ONFH症例のうち、2012～2014年（直近3年間）に確

定診断された症例について報告を依頼した。二次調

査の集計対象は、計 2,417 症例（確定診断年が 2012 

年：665 症例、2013 年：817 症例、2014 年：935 症

例）であった。今回の検討では、2014 年 1 年間に確

定診断された症例を抽出した。すなわち、分析対象

は「2015 年実施の全国疫学調査において、2014 年

に調査対象診療科を受診し、かつ、2014 年に確定

診断された 935 症例」である（図 1）。 

 

b） 定点モニタリングシステム 

ONFH 定点モニタリングシステムは 1997 年に開始

された。ONFH調査研究班の班員所属施設において

新患症例および手術症例が発生した場合、調査票

による報告を依頼している 5,6)。新患症例は「参加施

設の整形外科で新規にONFH と確定診断された症

例、あるいは、ONFH と確定診断された後に参加施

設の整形外科を初診した症例」であり、手術症例は、

「参加施設の整形外科で、ONFHにより手術を施行し

た症例」である。2017 年 11 月時点の登録数は、新患

5,052 症例、手術 4,047 症例であり、国際的にも最大

規模のデータベースである。 

本検討では、2017 年 11 月時点で新患データベー

スに登録されたONFH症例から、2014年に確定診断

された 224 症例を抽出した。なお、2014 年 9 月に調

査票書式を改訂したことから 7)、34症例は旧調査票で

報告されていた。旧調査票は、2015 年実施の全国疫

学調査・二次調査個人票と共通する調査項目が限ら

れるため、これら34症例は除外した。さらに、性・年齢

の情報に欠損があった 1 症例を除外した。最終的に、

分析対象は「ONFH定点モニタリングシステムに新患

として報告された症例のうち、2014年に確定診断され

た 189 症例」となった（図 1）。 

 

 新患症例
 2014年に確定診断

224症例

 旧調査票で報告：34症例
 新調査票で報告：190症例

新調査票で報告、かつ

性・年齢の情報に

欠損がない者を抽出

ONFH定点モニタリング
（1997年開始）

189症例

 二次調査報告症例
2014年1年間の受診症例 かつ
2012～2014年に確定診断
（2,417症例）

 2012 年診断：665 症例
 2013 年診断：817症例
 2014 年診断：935 症例

 2014年に確定診断された症例
935症例

ONFH全国疫学調査
（2015年実施）

 
図 1. 分析対象設定フロー 

 

2) 検討項目 

 2 調査で比較可能な項目として、性比、確定診断時

の年齢、確定診断前の既往歴、確定診断時の画像

所見、確定診断時の病期・病型分類、画像診断によ

る大腿骨以外の骨壊死、について検討した。 

 

3) 統計解析 

本研究における「習慣飲酒歴あり」は、「週 1 日以

上かつ週当たり60g以上のアルコール摂取がある者」

と定義した。定義にあたっては、以下を参考にした。 

① わが国の国民健康栄養調査では、「『飲酒習

慣のある者』とは、週に 3回以上飲酒し、飲酒

日 1 日当たり 1 合以上を飲酒すると回答した

者」と定義している 8)。これは、「週当たり 60g

以上のアルコール摂取がある者」に相当す

る。 

② 「週当たり 60g 以上のアルコール摂取がある

者」には、「1 ヵ月に 1 回のみ、240g のアルコ

ールを摂取する者」も該当する。しかし、飲酒
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頻度から考えると、週 1日未満の飲酒（例：月

1～3 回）は「習慣飲酒」とは考えにくい。従っ

て、頻度の観点から、「週 1日以上」という定

義も加える。 

データ解析には SAS を使用した。有意水準は 5%と

し、カイ 2 乗検定あるいは拡張マンテル検定（傾向性

を検出）による有意差検定を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

2015 年実施の全国疫学調査については、大阪大

学大学院医学系研究科（研究班の研究代表者所属

施設）および大阪市立大学大学院医学研究科（疫学

調査担当者所属施設）において倫理委員会の承認

を得た。 

定点モニタリングシステムについては、大阪市立大

学大学院医学研究科（情報のとりまとめ施設）および

各参加施設において倫理委員会の承認を得た。 

 

3. 研究結果 

以下、全国疫学調査から抽出した症例を「全国」、

定点モニタリングシステムから抽出した症例を「定点」

と略して結果を述べる。 

 

１） 性比 

「全国」は 1.4 : 1、「定点」は 1.3 : 1 であり、有意差

は認めなかった。 

 

2） 確定診断時の年齢 

 10歳毎の分布をみると（図2）、ピークは「全国」が60

歳代、「定点」が 40 歳代であった。カイ 2 乗検定では

有意差を認めなかったが、拡張マンテル検定では

P<0.01 であった。すなわち、「全国」では高齢者の割

合が高く、「定点」では若年者の割合が高い傾向を認

めた。 
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図 2. 確定診断時の年齢分布 

 

確定診断時の年齢分布を男女別にみると（図 3）、

男性では「全国」「定点」ともに40歳代にピークを認め

た（カイ 2乗検定、拡張マンテル検定ともに有意差な

し）。女性では「全国」「定点」ともに60歳代にピークを

認めたが、「定点」では 30 歳代にもピークを認め、2

峰性であった（カイ 2 乗検定では有意差なし、拡張マ

ンテル検定で P<0.01）。 
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図 3. 確定診断時の年齢分布（男女別） 

 

3) 確定診断前の既往歴 

 ステロイド全身投与歴、習慣飲酒歴（週 1 日以上か

つ週当たり 60g 以上のアルコール摂取がある者）、移

植歴を有する者の割合は、「全国」と「定点」で有意差

を認めなかった（図 4）。 

喫煙歴を有する者の割合は、「全国」よりも「定点」

で有意に高かった（32% vs. 44%、カイ 2 乗検定で

P<0.01）（図 4）。なお、喫煙歴が不明（欠損値）であっ

た者の割合は、「全国」が 13%（120/935）、「定点」が

11%（21/189）であり、差を認めなかった。 

(%)
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34 32

4

53

39
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ステロイド
全身投与歴
あり

習慣飲酒歴
あり

喫煙歴
あり

移植歴
あり

全国（N=935) 定点（N=189）
NS

NS

NS

P<0.01

 

図 4. 確定診断前の既往歴 

 

また、「ステロイド全身投与歴あり」の者についてみ

ると、投与疾患のうち全身性エリテマトーデス（SLE）

が占める割合は、「全国」が 18%、「定点」が 26%であり、

有意差を認めなかった。 

 
4) 確定診断時の画像所見 

ONFH の診断基準を構成する画像所見 5項目を

みると（図 5）、「全国」と比べて、「定点」では、「X線に

よる骨頭内帯状硬化像の形成」「骨シンチグラムによ

る骨頭の cold in hot 像」を認めた症例の割合が有意

に高かった（それぞれ、75% vs. 82%、カイ 2 乗検定で

P<0.01； 6% vs. 10%、カイ 2 乗検定で P<0.01）。その

他の画像所見については、割合に有意差を認めなか

った。 
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MRI：骨頭内帯状低信号域(T1)

骨シンチグラム：骨頭のcold in hot像

X線：骨頭内帯状硬化像の形成

X線：骨頭圧潰/crescent sign

全国（N=1436関節） 定点（N=305関節）

NS

P<0.01

P<0.01

NS

NS

(%)
 

図 5. 確定診断時の画像所見 

 

5) 確定診断時の病期・病型分類 

病型（Type）分類の分布は、「全国」と「定点」で有

意差を認めなかった（図 6）。病期（Stage）分類の分布

には有意差を認め（カイ 2乗検定でP<0.01）、「定点」

と比べて、「全国」では、Stage 1 と Stage 4の割合が高

かった（図 6）。 
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図 6. 確定診断時の病期・病型分類 

 

6) 画像診断による大腿骨以外の骨壊死 

「全国」では、 「定点」と比べて、画像診断による

「検査なし」あるいは「不明」の割合が有意に高かった

（86% vs. 71%、カイ 2 乗検定で P<0.01）（図 7）。 
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71%

22%

7%

検査なしあるいは不明
検査あり＋壊死なし
検査あり＋壊死あり

86%

11%

3%

検査なしあるいは不明
検査あり＋壊死なし
検査あり＋壊死あり

定点（N=189）全国（N=935）

P<0.01

 

図 7. 画像診断による大腿骨以外の骨壊死 

 

 

4. 考察 

全国疫学調査と定点モニタリングシステムから得ら

れたONFHの臨床疫学像について、「2014年の確定

診断例」という条件を揃えた上で検討した。以下、検

討項目のうち、主に有意差を認めた特性について考

察する。 

 

1) 確定診断時年齢 

ONFH の好発年齢は 30～50 歳代であり、男女問

わず、若年期と壮年期に多い疾患といわれてきた 9)。

対象者全員では、「全国」は 60 歳代にピークを認め

た一方、 「定点」は 40 歳代にピークを認め、分布が

異なっていた。しかし女性に限ると、「全国」も「定点」

も 60 歳代の割合が最も高かった。 

対象者全員の結果からは、 「全国」では、鑑別す

べき疾患（高齢女性における変形性股関節症、一過

性大腿骨頭萎縮症、急速破壊型股関節症、大腿骨

頭軟骨下脆弱性骨折など）の紛れ込みがあるとも考

えられる 10-12)。しかし、女性に限った結果からは、高

齢女性のONFHが真に増えている可能性も否定でき

ない。後者を説明しうる動向としては、昨年度の報告

書でも述べた通り 4)、2014年 10月 1日時点のわが国

の人口ピラミッドで 60 歳代女性の人数が 40 歳代とと

もに突出していること 13)、ステロイド投与対象疾患とし

て最も高い割合を占める SLE の発症年齢がやや高

齢化しているとの記述があること 14)、などが挙げられる。

また、「定点」データの毎年の集計でも、平成 26

（2014）年と平成 27（2015）年では、女性の年齢分布

が 2峰性を示し、30～40歳代と 60 歳代にピークを認

めた 15)。より明確な説明のためには、「定点」データに

よる継続的な観察に加え、個別の症例検討なども必

要になるだろう。 

 

2) 確定診断前の喫煙歴 

「全国」に比べて、「定点」では喫煙歴を有する割

合が高かった。「不明」の割合は 2群で差がなかった

ものの、症例からの聞き取りの程度が異なることによる

影響は否定できない。研究班でこれまで実施してき

た症例・対照研究の結果から、喫煙による ONFH リス

ク上昇が一貫して報告されおり 16-18)、それを踏まえて、

2014 年の定点モニタリングシステムの書式改訂時に

「喫煙」を既往歴の項目として加えたという経緯がある
7)。研究班の班員所属施設では、リスク因子としての

喫煙に対する意識が高まり、診察時の問診でより詳

細に聞き取る機会が増えたため、見かけ上、「喫煙歴

あり」の割合が高くなったのかもしれない。 

 

3) 確定診断時の画像診断、多発性骨壊死検索のた

めの検査実施率 

「定点」は、確定診断時の骨シンチ施行割合が高く、

多発性骨壊死検索のための検査実施率も高かった。

研究班班員所属施設のため、より慎重な診断と検索

を行っている実態を反映していると考えられた。 

 

4) 確定診断時の病期 

「全国」では、Stage 1 および Stage 4 の割合が高

かった。本来、ONFHは画像所見5項目のうち2項目

を満たす場合に確定診断となるが、Stage 1 について

は、現実として MRI 所見 1 項目のみで確定診断され

ている症例が多いと考えられる。また、Stage 4 は関節

症変化が出現している時期のため変形性股関節症と

の鑑別診断が難しいと思われる。すなわち、「定点」

で報告された症例は、「全国」と比べて診断の精度が

高いという点を反映していると思われる。 

 

全体として、特性の差の多くは、定点モニタリング

システムに報告される ONFH 症例がより正確に診断

されていることを反映していると考えられた。このよう

な特徴は、定点モニタリングシステムの効率性もあわ

せると特筆すべきである。なお、効率性の程度を直近

のデータから考察すると、以下のようになる。定点モ

ニタリングシステムに報告された新患症例のうち、
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2014年に確定診断されたONFH症例は224症例（図

1）であった。2015 年実施の全国疫学調査では、

「2014 年 1 年間（調査対象年）に診断された ONFH

症例」を新患と定義した場合、全国における推計新

患数は2,100人であった 4)。すなわち、定点モニタリン

グシステムの新患データベースは、全国における新

患症例の約 10％（224/2,100）をカバーしているとい

える。 

一方、女性における確定診断時年齢の分布など、

これまでと異なる知見が両方の手法から得られる場

合もあり、その説明にはより詳細な検討が必要と考え

られた。いずれにしても、ONFHの臨床疫学像を適切

に把握するためには、全国疫学調査や定点モニタリ

ングシステムをはじめとする複数の疫学手法を用いて、

総合的に評価することが重要である。 

 

5. 結論 

特発性大腿骨頭壊死症（ONFH）の臨床疫学像を

明らかにするための主要な手法である全国疫学調査

と定点モニタリングシステムについて、それぞれから

得られた ONFH の臨床疫学像を比較し考察した。 

2 群で有意差を認めた特性は、確定診断時年齢、

確定診断前の喫煙歴、確定診断時の画像診断、多

発性骨壊死検索のための検査実施率、確定診断時

の病期であった。特性の差の多くは、定点モニタリン

グシステムに報告される ONFH 症例がより正確に診

断されていることを反映していると考えられた。一方、

女性における確定診断時年齢の分布など、これまで

とは異なる知見が両方の手法から得られる場合もあり、

その説明のためには、より詳細な検討が必要と考えら

れた。ONFH の臨床疫学像を適切に把握するために

は、全国疫学調査や定点モニタリングシステムをはじ

めとする複数の疫学手法を用いて、総合的に評価す

ることが重要である。 
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